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ウィンウィンの協力成果

先月 19 日、環境省は中国大気環境改善に向けた日

中都市間連携協力による 5年間の取り組みの成果につ

いて発表した。私がこの 5年間ずっと実施してきた協

力事業といった方がわかりやすいだろうか。前回の連

載で越境大気汚染をめぐる中韓の論争について紹介し

た。韓国はその後もずっと自国の大気汚染の大部分は

中国からの越境汚染が原因であると声高に叫び、環境
大臣のみならず大統領まで前面に出てきて泥沼化の様
相を呈しているが、6年前、日本も一歩間違えると同
様な論争に発展するところであった。
2013 年 1 月に中国において激甚な大気汚染が発生
し、日本国内でも一時的に微小粒子状物質（PM2.5）
の濃度上昇を観測したことから、2月に日本政府は関
係省庁等から構成される合同ミッションを中国に派遣

し、中国環境保護部（当時）等との会合を持った。実
は私もこのミッションに参加していたが、当時非常に
悪化していた日中関係の下で、気を遣いながら話し
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合ったことを覚えている。もし越境汚染の責任論など

を前面に出して話していたら、一触即発の危機であっ

たろう。3月には安倍総理から石原環境大臣（当時）

に対し、アジアの大気汚染問題の解決に取り組むよう

指示が出されたが、中国大気環境改善のための日中都

市間連携協力事業は、この指示により実施した中心事

業の一つであったと言ってよい。2014 年度からの 5

年間で 10 億円以上の予算を投入し、表 1に示すよう

な活動を実施し、また、中国の各都市との間で表 2に
例示したような事業を展開した。協力の対象に挙げら
れた都市は 17 に上る（図 1）。
このような協力や中国によるさまざまな政策の実施
により、中国国内の大気汚染状況も 2013 年当時と比
較し、PM2.5 濃度は 35％、二酸化硫黄濃度は 57％減少
するなど大きく改善された（図 2）。また、国務院（日

本の内閣に相当）が 2013 年に制定通知した大気汚染
防止行動計画の目標もすべて達成した（本連載第 49
回参照）。同時期に日本国内の PM2.5 濃度も改善され、

年平均値は 15.3µg/m3 から 11.6µg/m3 に低下し、環

活動の内容 合計

1
専門家の派遣による指導
（�中国側および日本側関係者間の協議調整の
実施を含む）

224 回派遣

2 日中合同会合（日中都市関連携協力セミ
ナー）の開催 10 回開催

3 中国国内での現地セミナーの開催 29 回開催

4 訪日研修等招聘事業 73 回実施
438 人招聘

5 日本国内で開催した国内関係者会合 11 回開催

6
政策モニタリングレポートの作成
（�中央・地方政府の政策動向の実態把握の月
報作成）

47月分作成
約 2,000 頁�

表1　全体活動量

省・直轄市

市

珠海市

西安市

邯鄲市
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大連市

武漢市
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図１　協力の対象都市

原地図出典：JICA 中国事務所WEB

協力の対象都市は、３大大気汚染対策重点地域※（北京・天津・河
北地域、長江デルタ地域、珠江デルタ地域）等に広く分布
※大気汚染防止行動計画で指定した重点地域
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境基準の達成率も 16.1% から 89.9% へと大幅に上

昇した。ウィンウィンの結果を出したといって良

い。

今後の協力の方向性

しかし、中国では環境基準の達成にはなお遠く、

また、中国およびアジア地域における大気環境の
改善は日中双方にとって重要な課題であることか
ら、引き続き双方の協力をさらに強化していくこ
ととし、2018 年 6 月、中国・蘇州で日中韓 3 カ
国環境大臣会合を開催した際に、日本国環境大臣
および中国生態環境部長の間で覚書に署名し、新
たに 3年間の協力を実施することとした。この新

しい覚書に基づく協力についてはすでに一部開始
されているところであるが、図 3に示すような枠
組みで実施することで調整されている。また、今

後具体的な協力内容を決定していく際には、以下

のような視点で大気環境改善のための研究やモデ
ル事業を実施していくことが検討されている。
⑴�政策へのインパクトと具体的な大気環境改善へ

の貢献。

　�事業の実施により青空保護勝利戦 3年行動計画
で示す政策の実現および大気環境改善に向けて
貢献。

⑵温室効果ガス排出削減へのコベネフィット効果。

　具体的なコベネフィット効果を明確に説明。

⑶日本の環境技術・設備の貢献。
　日本の環境技術や環境設備を積極的に導入。

⑷�中国国内への水平展開、アジア地域（第三国）
への普及。
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図２　全国74都市の大気汚染状況（年平均値）
中国側
対象都市

日本側
協力都市

No. 主要な協力内容

江蘇省 福岡県 1
紡織染色工場の大気環境対策モデル事業�
（日本の優れた技術を用いた高効率テンター
および排ガス処理装置の導入）

広東省 兵庫県 2 中小企業のVOC排出抑制パイロット事業

上海市 北九州市�

３ 企業の自主的取り組みによるVOC排出抑制
推進の支援

４ PM2.5 中の重金属リアルタイムモニタリング
結果を用いた発生源解析

５ 光化学オキシダントに関する共同研究

天津市
北九州市�
四日市市
神戸市

６ 行政執行能力向上のための協力事業�
（大気環境改善対処能力の向上）

７ VOC発生源解析に関する共同研究

瀋陽市 川崎市 8 PM2.5 モニタリング等による発生源解析に関
する共同研究

大連市 北九州市 9 期限内大気環境基準達成計画策定等支援

唐山市 北九州市 10 鉄鋼業等における超低濃度排出改造検討の支援

武漢市
大分市
北九州市

11 法執行（汚染物質排出許可管理制度の施行）
能力向上支援

河北省 長野県 12 ※環境技術交流の促進

北京市 東京都 13 ※北京市との技術交流事業

重慶市 14 工業活動由来のVOC排出抑制対策の検討

西安市 15 高濃度オゾン生成メカニズム解析によるオゾ
ン汚染抑制対策の検討

アモイ市

16 リモートセンシングによる自動車排ガス監視
ビッグデータ等を活用した環境規制の検討

17 車載型 NOx/PM計による実走行排出データ
等を活用した排ガス規制の検討

珠海市 18 オゾン抑制のための総合的VOC対策体系構
築の支援

表２　中国側対象都市との主要な協力内容

※自治体が独自予算で実施した協力の例

図３　新しい協力の枠組み（調整中）

日中センター
（標準物質研究所、
 分析測定試験センター）

中国環境科学研究院

固体廃棄物管理センター

中国環境監測総站

環境経済と政策研究センター

国家気候戦略センター　他

中国側
サポート機関

（顧問グループ）

重慶市 江蘇省
西安市 瀋陽市
アモイ市 天津市
柳州市 大連市
広東省 上海市

他

総合調整機関
（地球環境戦略研究機関）

技術サポート機関
（日本環境衛生センター）

中国側対象都市の友好都市
を含む関係地方自治体

他

中国側
対象都市

日本側
サポート機関

中国　生態環境部 日本国　環境省

総合調整プラットフォーム
日中友好環境保全センター （公財）地球環境戦略研究機関

中国国内での普及
第三国市場への展開
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